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下水道事業におけるリスクマネジメント下水道事業におけるリスクマネジメント
に関する施策（案）関する施策（案）



地震・津波対策の中期目標
○大規模地震の発生が懸念される中、「減災」の考え方を徹底し、想定外から想定内への対応を可能にするため、段階的に下水

道 の策定に取り組むなどし 年以内に全 の自治体 下水道 （簡易な下水道 を含む）を策定する道ＢＣＰの策定に取り組むなどして、１年以内に全ての自治体で下水道ＢＣＰ（簡易な下水道ＢＣＰを含む）を策定する。

○下水道施設の耐震化・耐津波化については、災害時において下水道が有すべき機能の必要度や緊急度に応じて段階的な目標
（５年、１０年）を設定。応急対応等の減災対策を含め対象とする下水道施設の必要な機能を確保する。

１０年２年 ５年１年 １０年２年 ５年

○防災対策
【耐震対策】

○防災対策
【耐震対策】

応
急

応
急

短期目標 中期目標

Ｐ２～３,７

１年

○減災対策（応急対応）
・復旧資機材等の整備 【耐震対策】

・重要な幹線等の流下機能
・水処理機能、脱水機能

【耐津波対策】
機能停止した場合、被害が大きい施設を対象

・沈殿機能、脱水機能

【耐震対策】
・特に重要な幹線等の流下機能
・揚水機能
・沈殿機能
・消毒機能
【耐津波対策】

耐震化・耐津波化

急
対
応
含
め
最
低

急
対
応
含
め
水
処

復旧資機材等の整備

・応急復旧のための仮設
沈殿池スペースの確保

沈殿機能、脱水機能
・短期の目標で対象としていない逆流防止機
能、揚水機能

○減災対策（応急対応）
・段階的な応急処理方法の検討

【耐津波対策】

機能停止した場合、被害が大き
い施設を対象
・逆流防止機能
・揚水機能

限
の
機
能
確
保

処
理
機
能
確
保

★★

Ｐ４～８

下水道BCP作成

下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ

★★

下水道BCP策定

段階的に
下水道BCP作成

・下水道ＢＣＰに基づく継続的な訓練の実施
・継続的な下水道ＢＣＰの見直し

簡
易
な
下

Ｂ
Ｃ
Ｐ

下
水
道
Ｂ
Ｃ

★★
Ｐ
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下水道BCP作成 下
水
道

策
定

※特に重要な幹線等：処理場と災害対策本部や防災拠点をつなぐ管路、軌道や緊急輸送路等下の埋設管路、ネットワーク管 等
※重要な幹線等：流域幹線、処理場、ポンプ場に直結する幹線、被災時に重要な交通への影響を及ぼす管路、復旧が困難な管路 等

Ｃ
Ｐ
策
定



○耐震診断、耐津波診断を速やかに実施し、優先順位等を決定。

段階的な下水道施設の耐震化・耐津波化

短期目標 耐震対策については、最低限の機能を確保するために必要な処理場・ポンプ場の揚水機能・沈殿機能・消毒機能や、
特に重要な幹線等の流下機能を応急対応を含めて確保。耐津波対策については機能が停止した場合の被害の大き
さを考慮し、必要な処理場・ポンプ場の揚水機能や、放流渠からの逆流防止機能を応急対応を含めて確保。

耐震対策については、幹線の二重化や処理間のネットワーク化を進めつつ、必要な処理場の水処理機能・脱水機能中期目標

１０年５年

短期目標 中期目標

耐震対策 、幹線 化 処 間 ッ ク化を進 、必要な処 場 水処 機能 脱水機能
や、重要な幹線等の流下機能を応急対応を含めて確保。耐津波対策については機能が停止した場合の被害の大き
さを考慮し、必要な処理場の沈殿機能・脱水機能を応急対応を含めて確保。

中期目標

処理場・ポンプ場

【現状】
揚水施設耐震化率 34％

○段階的な耐震化・耐
津波化計画の策定

・耐震診断
・耐津波診断

・優先順位（対策対象

○防災対策
【耐震対策】

・処理場の水処理機能、脱水機能の確保
【耐津波対策】

短期 目標 対象とし な 処理場 ポ プ

○防災対策
【耐震対策】

・処理場、ポンプ場の揚水機能、沈殿機
能、消毒機能の確保

【耐津波対策】

短期目標 中期目標

・揚水施設耐震化率 34％
・消毒施設耐震化率 36％
・沈殿施設耐震化率 37％
・管理棟耐震化率 48％

応
急
対
応
含

優先順位（対策対象
箇所の決定） ・短期の目標で対象としていない処理場・ポンプ

場の揚水機能の確保

・機能停止した場合の被害が大きい施設を対象に、
処理場の沈殿機能、脱水機能の確保

○減災対策（応急対応）

・機能停止した場合の被害が大きい施
設を対象に、処理場、ポンプ場の揚水
機能の確保

○減災対策（応急対応）
・可搬式ポンプ・可搬式発電機等
復旧資機材の備蓄

応
急
対
応
含 含

め
水
処
理
機
能

○減災対策（応急対応）
・段階的応急計画の策定

復旧資機材の備蓄
・仮設沈殿池計画の策定

○防災対策
【耐震対策】
・特に重要な幹線等の流下機能の確保

○防災対策
【耐震対策】
・重要な幹線等の流下機能の確保

幹線管路 条

含
め
最
低
限
の
機

○段階的な耐震化・耐
津波化計画の策定

・耐震診断

能
確
保

管路施設

【現状】
重要な幹線耐震化率 38％

【耐津波対策】
・機能停止した場合の被害が大きい施
設を対象に、逆流防止機能の確保（フ
ラップゲートの設置、ゲートの自動化
等）

○減災対策（応急対応）

・幹線管路の二条化や処理場間のネットワーク化
による流下機能の確保

【耐津波対策】

・短期の目標で対象としていない逆流防止機能の確
保（フラップゲート等の設置、ゲートの自動化等）

○減災対策（応急対応）

機
能
確
保

・耐津波診断

・優先順位（対策対象
管路の決定）
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○減災対策（応急対応）
・マンホールトイレシステムの整備
・可搬式ポンプ・可搬式発電機等

復旧資機材の備蓄

○減災対策（応急対応）
・マンホールトイレシステムの整備
・可搬式ポンプ・可搬式発電機等
復旧資機材の備蓄

※特に重要な幹線等：処理場と災害対策本部や防災拠点をつなぐ管路、軌道や緊急輸送路等下の埋設管路、ネットワーク管 等
※重要な幹線等：流域幹線、処理場、ポンプ場に直結する幹線、被災時に重要な交通への影響を及ぼす管路、復旧が困難な管路 等



○地震・津波時において下水道が有すべき機能の必要度や緊急度に応じて、段階的に短期、中期及び長期の整備目標を設定。

耐震性・耐津波性向上の防災目標・減災目標 【参考】

耐震性向上及び耐津波性の向上に向けての防災目標 出典：下水道地震・津波対策技術検討委員会報告

○
○

処理場と災害対策本部施設や防災拠点をつなぐ管路の流下機
能を確保

軌道や緊急輸送路等下の埋設管路に いて優先的に耐震補強

○
○

短期の目標で対象としていない重要な幹線や埋立地 ・丘陵造成

地の管路施設について耐震補強を実施

幹線管路 条化 処 場間 ネ ク化等 的な

○

○

レベル１地震動に対して、重要な幹線等・その他の管路とも設計
流下能力を確保

レベ 地震動に対して 重要な幹線等に いて流下機能を確

長　　　期

管路施設

耐震性向上に向けての防災目標
短　　　期 中　　　期

軌道や緊急輸送路等下の埋設管路について優先的に耐震補強
を実施

幹線管路の二条化や処理場間のネットワーク化等システム的な
対応により流下機能を確保

○ レベル２地震動に対して、重要な幹線等について流下機能を確
保

○
　
○

○

処理場の揚水機能、沈殿処理機能及び消毒機能が確保できる
よう耐震補強を実施

火災や爆発のおそれ、劇薬、有毒ガスの流出するおそれがある
設備の耐震補強を実施

処理場と災害対策本部施設（役場等）や防災拠点を なぐ管路

○ 処理場の高級処理機能が確保できるよう耐震補強を実施
短期の目標で対象としていない汚水ポンプ場の耐震補強を実施

○
○

レベル１地震動に対して、揚排水機能、高級処理機能、汚泥処理
機能を確保
レベル２地震動に対して、ある程度の構造的損傷は許容するが、
構造物全体としての破壊を防ぐとともに、一時的な停止はあっても
復旧に時間を要しない構造を確保

処理場

ポンプ場
施設

○ 処理場と災害対策本部施設（役場等）や防災拠点をつなぐ管路
に接続する汚水ポンプ場の耐震補強を実施

復旧に時間を要しない構造を確保

○ 防潮ゲート等からの逆流を防止するため、フラップゲー トの設置や
ゲートの自動閉鎖化 下水道光ファイバー等を活用した遠隔制御

○ 短期の目標で対象としていない吐口等について、防潮ゲート等か
らの逆流を防止するための逆流防止機能を確保するための措置を

○

長　　　期

管路施設

耐津波性向上に向けての防災目標

耐津波対策を施す必要のある施設の内、緊急性の低い施設、又
は 大規模な改築（建て替えや機器等の入れ替え）が必要な施設

短　　　期 中　　　期

ゲ トの自動閉鎖化、下水道光ファイバ 等を活用した遠隔制御
等の措置を講じる。

らの逆流を防止するための逆流防止機能を確保するための措置を
講じる。

○ 機能停止した場合の被害が大きい施設を対象に、汚水溢水の防
止、大雨による浸水被害の軽減、津波で運ばれた大量の海水を
速やかに排除するための揚水機能を確保するための耐津波補強
を実施。

○
　
○

短期の目標で対象としていない施設の揚水機能を確保するため
の耐津波補強を実施。
機能停止した場合の被害が大きい施設の沈澱機能及び脱水機能
の耐津波補強を実施

処理場

ポンプ場施設

は、大規模な改築（建て替えや機器等の入れ替え）が必要な施設
については、今後増加する改築の時期に合わせて耐津波対策を
実施

出典：下水道地震・津波対策技術検討委員会報告

○施設の段階的整備状況に応じた下水道ＢＣＰの策定を基本とした減災対策を実施。

耐震性向上及び耐津波性の向上に向けての減災目標

中 期

耐震・耐津波性向上に向けての減災目標
短 期

○
　
○
○

○

○ 下水道経営の健全化及び効率的な改築事業を実施するためのア
セットマネジメントの導入を図ることで、施設の劣化状態の把握及
び耐震化・耐津波化優先度の決定、被災時における点検調査の
効率化を図る

既存施設に対し、被害予測及び耐震診断等を早急に実施し、耐震・耐津波対策
の優先順位を検討
下水道事業継続計画（ＢＣＰ）を早急に策定
ＢＣＰに基づく行動が即座に実行に移せるよう定期的な訓練や、可搬式ポンプや
可搬式発電機の備蓄、被災時における調達ルートの確保等の措置を実施
下水道台帳の電子化やバックアップの確保等対策などを実施

中　　　期短　　　期
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○
○

○

○

下水道台帳の電子化やバックアップの確保等対策などを実施
関係団体との災害協定の締結とともに支援を円滑に受け入れるための計画を策
定
耐震化・耐津波化の状況や被災時の影響をわかりやすく示したハザードマップの
作成を支援
人命確保の観点から避難計画の策定や定期的な避難訓練を実施



段階的な下水道ＢＣＰの策定
○自治体は検討体制や各種情報の整理状況等を踏まえ、段階的な下水道ＢＣＰの策定に取り組む。

１年 ２年

★ ★

段階的な下水道ＢＣＰイメージ

○自治体 検討体制や各種情報 整 状況等を踏ま 、段階的な下水道 策定 取り組む。

○国はこの取り組みを推進するため、簡易な下水道ＢＣＰの検討内容や検討方法を提示。

○すべての自治体において、１年以内に簡易な下水道ＢＣＰを含む下水道ＢＣＰを策定（２年以内には必
要な項目を網羅した下水道ＢＣＰを策定）。

●●市

■■市
★ ★

★ ★

★

必要な項目を網羅した下水道BCP策定

下水道BCPの基本方

１年 ２年

段階的な下水道ＢＣＰイメ ジ

★★
簡易な下水道BCP策定

★

下水道BCPの基本方
針策定

非常時対応の基礎的
事項の整理

訓
練
・
定
期
的

・策定体制・運用体制一覧の作成

・代替対応拠点の決定

・被害状況チェックリストの作成

保有資源 調達先の決定

・対応体制・指揮命令系統図の作成

・避難誘導・安否確認方法の決定

職員 災害発生直後 各連絡先 下

簡
易

下
水
道
Ｂ

事項の整理

地震規模の設定・被害
想定優先実施業務の
検討

的
な
点
検
等
に

・簡易な被害想定の実施

・保有資源・調達先の決定

・備蓄・救出用機材の決定

・詳細な被害想定の実施
・発災後業務量・リソースの検討

・職員リスト・災害発生直後の各連絡先

リストの作成

・被害想定結果の整理

・優先実施業務の決定

下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ

な
下
水
道
Ｂ

Ｃ
Ｐ
の
策
定

非常時対応計画

検討
に
よ
る
継
続
的
な

・タイムライン式非常時対応
計画の作成

発災後業務量 リソ スの検討

・外部への支援要請時期等の決定

急 資 確保

・対応・目標時間の決定
Ｐ
策
定
率
１
０
０

Ｃ
Ｐ
策
定
率
１定

事前対策計画

な
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
見
直

・応急復旧用資機材の確保
・自治体内部の連絡・協力体制の確立
・民間企業との協定等の締結と見直し
・他地方公共団体と支援体制の整備
・復旧対応記録の様式の作成

・下水道台帳等の重要資料のバックアップ

・自治体内部の協力体制の確認

・民間企業等との協定の確認

０
％

１
０
０
％

訓練・維持改善計画
直
し

参集訓練 ・ 安否確認訓練 ・ 実施訓練 ・ 情報伝達訓練防災訓練の実施

・訓練・維持改善計画の策定
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非常時の体制図、職員連絡先等
既存資料の活用や、簡易な被害
想定による必要な協力体制及び
支援協定の検討等



タイムライン式非常時対応計画のイメージ
○いつ、だれが、何をするかを明確化した、震災発生から復旧へ向けてのタイムライン式非常時対応計画を構築。

【参考】

○「下水道ＢＣＰ策定マニュアル～第２版～（地震・ 津波編）」、下水道の地震対策マニュアル（改定作業中）で事例等を提示。

タイムライン式非常時対応計画（高知市の例）
災害対策本部等 設置

総
合

本
部
長

部 長

被災状況
第一報発表職員の安否等

把握
委託業者安否状況
各施設の被災状況 把握

関係機関等との
協力体制 確保

被災状況の概要把握
第1次

だれが 何をするか

実務責任者 1名

班長 1名

班員 9名

(全11名)

下
水
道
対
策
本
部

合
あ
ん
し
ん
セ
ン
タ
ー

情
報
統
括
本
部

長

関係行政機関(国・
県)へ協力依頼

職員の
安否集約

把握

委託業者安否
各施設の被災状況集約

各施設 被災状況 把握 協力体制 確保

点検結果
中間集約

第2次
支援要請

最終結果
集約

職員の安否確認

第1次
支援要請

班員 9名

針

ー

非
 
常
 
時
 

統
括

責
任
者

管
路

ポ
ン
プ

副部長

(全55名) 職員の安否確認
委託業者の安否確認
ﾎﾟﾝﾌﾟ施設の被災状況

職員の
安否確認

関係機関等
協力体制

緊急点検
指示

委託業者安否，
被災状況確認

実務責任者 1名

班長 4名

班員 50名
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設
対
策
班

プ
場
施
設
対
策
班

(全23名)

救助

職員の安否確認

ﾎﾟﾝﾌﾟ施設の被災状況
確認

民間企業へ協力依頼
緊急点検

実務責任者 1名

班長 3名

班員 19名
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設

対
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班

(全23名) 職員の安否確認
委託業者の安否確認

処理施設の被災状況
確認 民間企業へ協力依頼 緊急点検
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情
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検
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）
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本部・対策班

立上げ後
2時間以内

本部・対策班
立上げ後
4時間以内

発災後
48時間以内

発災後
60時間以内

び
各
施
設
対

民
間
企
業
等

・
報
告

確
認
・
報
告

災害発生
参集後
直ちに

本部・対策班
立上げ後
6時間以内

本部・対策班
立上げ後
1時間以内

）人
員
）

対応の
目標時間

 
標

いつ



都道府県による下水道ＢＣＰ策定支援
○都道府県は被災時には下水道対策本部の本部長となり、災害対応のリーダーシップを発揮する必要（支援ルール）。

【参考】

○都道府県は市町村の調整役、先導役となり、下水道ＢＣＰ策定のための「場」を設けるなどして、市町村全体の災害対応力の底
上げを図ることが重要。

○国はこのような調整の場の設置、運営について積極的に支援。

・栃木県では 県が研修会を実施しBCPの骨格を策定し 自治体間の連携を促し 合同被害想定訓練を実施栃木県では、県が研修会を実施しBCPの骨格を策定し、自治体間の連携を促し、合同被害想定訓練を実施。

・高知県では、県の誘導により市町村が協働で被害想定を作成し、それに基づきBCP計画策定を推進。

栃木県における取組み事例

①東日本大震災の体験者が、その体験を活かし、継承するために、早期に策定する。

②下水道管理者自らが考え、適時見直しを行うため、直営で策定する。

③ PDCAサイクルにより最新性を保ちつつ 段階的に整理し 逐次更新を行う

栃木県の下水道BCPに対する考え方

③ PDCAサイクルにより最新性を保ちつつ、段階的に整理し、逐次更新を行う。

①「キッカケづくり」と「成果の見える化」

下水道BCP雛形に基づき、グループ討議形

式 会議 中 県 助言や他市町 意

県の市町フォローアップ（研修会の実施）

災害時の近隣自治体間の連絡体制

強化 資機材の協力 下水道台帳の

自治体間の連携 合同被害想定訓練の実施

①県の関与で、流域関連市町(10市町)で合同
被害想定訓練を実施式の会議の中で、県の助言や他市町の意

見等も取り入れ、研修会の中でBCPの骨格

部分を作成。

②「定期的・連続的支援」

定期的な進捗状況の確認 BCP相談窓口

強化、資機材の協力、下水道台帳の

相互保管等の連携強化を目的とした

「下水道BCP連絡協議会」の設置を提

案し、平成25年度中に県内５ブロック

の連絡協議会を設置。

被害想定訓練を実施。

②県内のBCP策定済み市町の約3分の１の市

町で参集訓練や安否確認訓練を実施。
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定期的な進捗状況の確認、BCP相談窓口

の設置、市町BCP担当者連絡網の作成、市

町によるBCP策定事例の発表等、BCPに関

する情報を共有。



ベンチマーク指標（ＢＣＰ・耐震化）の設定
○国は下水道ＢＣＰ策定状況、耐震化・耐津波化状況について、全国統一的なベンチマーク指標を設定し、自治体は計画目標とし

て事業管理計画に位置付けて事業管理計画に位置付け。

○耐震化・耐津波化状況についてはハードとソフトを組み合わせた指標として設定。

○国は各自治体の事業成果を評価し、重点的な支援を実施。

○地震・津波ＢＣＰ策定率
・段階的なＢＣＰ策定状況による指標を設定。
・定期的な訓練の実施や見直しのルール化についても評価。

○重要な幹線等における耐震化状況（ハード＋ソフト）
・重要な幹線等の選定
・耐震指針等に準拠して耐震性能が確保されている管路の算出。
・応急復旧資機材として可搬式ポンプ等が確保され、かつ、応急復旧の人員体制（支援協定等）が

耐震化率・ＢＣＰ策定指標の設定（案）

応急復旧資機材として可搬式ポンプ等が確保され、かつ、応急復旧の人員体制（支援協定等）が
整っている等、流下機能のバックアップが可能と判断される管路延長の算出。段階 下水道ＢＣＰ策定状況 評　価

① 簡易ＢＣＰ策定
（既存資料の活用や簡易な被害想定等によるＢＣＰ）

★

②

ＢＣＰ策定
（詳細な被害想定による非常時対応計画や応援体制 ★ ★

耐震性能が確保さ
れている管路延長

(m)
耐震化率

ソフト対策済
管路延長(m)

ソフト対策率

① ② ③＝②／① ④ ⑤＝④／① ⑥＝③＋⑤

A幹線 5 950 5 950 1 00 0 00 1 00

重要な
幹線等

重要な幹線等
に該当する管路延長

(m)

ハード対策 ソフト対策
重要な幹線等

耐震化総合指標

○下水処理場・ポンプ場における耐震化状況（ハード＋ソフト）

② （詳細な被害想定による非常時対応計画や応援体制、

訓練計画・実施・見直し等によるＢＣＰ）
★ ★

能力 ハード対策 ソフト対策 処理施設

A幹線 5,950 5,950 1.00 0.00 1.00
B幹線 8,990 3,100 0.34 3,000 0.33 0.68
C幹線 2,340 1,600 0.68 500 0.21 0.90
D幹線 3,150 2,200 0.70 500 0.16 0.86

計 20,430 12,850 0.63 4,000 0.20 0.82

○下水処理場・ポンプ場における耐震化状況（ハード＋ソフト）
【応急対応を含め最低限の機能確保の指標】
・応急対応を含め最低限の機能確保として必要な施設を選定。
・耐震指針等に準拠して耐震性能が確保されている施設の選定、能力の算出。
・バックアップ手法が確立されている能力については、応急復旧資機材の能力・
数量や対応人員の規模等、施設機能のバックアップが可能と判断される施設

耐震化能力

(m3/日)
耐震化率

ソフト対策能力

(m3/日)
ソフト対策率

① ② ③=②/① ④ ⑤＝④/① ⑥＝③＋⑤

管理棟 50,000 50,000 1.00 0.00 1.00
揚水機能（沈砂池・ポンプ棟） 50,000 20,000 0.40 30,000 0.60 1.00
沈殿機能（最初沈殿池） 50,000 20,000 0.40 30,000 0.60 1.00
消毒機能（塩素混和池） 50 000 20 000 0 40 30 000 0 60 1 00

応急対応を含め
最低限の機能確保

能力

m3/日

ハ ド対策 ソフト対策
耐震化総合指標

(ハード＋ソフト)

能力の算出。

【応急対応を含め水処理機能確保の指標】
・応急対応対策を含め最低限の機能確保として必要な施設以外に水処理機能
や脱水機能を確保する際に必要な施設を選定し、対応能力を算出。
耐震性能やバックアップ機能は「応急対応を含め最低限の機能確保の指標」と

消毒機能（塩素混和池） 50,000 20,000 0.40 30,000 0.60 1.00

計 200,000 110,000 0.55 90,000 0.45 1 .00

耐震化能力

(m3/日)
耐震化率

ソフト対策能力

(m3/日)
ソフト対策率

① ② ③=②/① ④ ⑤＝④/① ⑥＝③＋⑤

管理棟 50 000 50 000 1 00 0 00 1 00

応急対応を含め
水処理機能確保

能力

m3/日

ハード対策 ソフト対策 処理施設

耐震化総合指標

(ハード＋ソフト)

・耐震性能やバックアップ機能は「応急対応を含め最低限の機能確保の指標」と
同様。
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管理棟 50,000 50,000 1.00 0.00 1.00
揚水機能（沈砂池・ポンプ棟） 50,000 20,000 0.40 30,000 0.60 1.00
沈殿機能（最初沈殿池） 50,000 20,000 0.40 30,000 0.60 1.00
消毒機能（塩素混和池） 50,000 20,000 0.40 30,000 0.60 1.00

水処理機能（ＡＴ、最終沈殿池） 20,000 10,000 0.50 10,000 0.50 1.00

脱水機能（脱水機棟） 20,000 20,000 1.00 0 0.00 1.00

計 240,000 140,000 0.58 100,000 0.42 1 .00



下水道ナショナルデータベース（Ｇ-ＮＤＢ）の活用
○大規模災害時のデータ紛失等に備えた必要なデータのバックアップ機能。

○G-NDBの簡易台帳システムの利用により、Web地図上に被害状況等の支援活動に必要な情報を提供。
⇒モバイル端末においても利用でき、土地勘のない支援自治体の活動をサポート。

○災害時の情報共有ツールとして、現在、日本下水道協会ＨＰで公開している「災害時下水道事業関連情報」とも連携。

○下水道台帳平面図や設計図等をG-NDBに保存

○災害時には、災害対策本部等において印刷物
やPDF等で提供

【 事故・災害時掲示版 】

○事故や災害に関する情報

事故・災害掲示版イメージ
?

?

下水道台帳平面図

PDFなどで保存 提供

バックアップ 情 報 共 有

》》》 事故・災害掲示版

事故・災害

○○地震被害
○○市△△処理場停止平成25年11月11日 8：25 ○○市ポンプ場運転停止

》》》 事故・災害掲示版

事故・災害

○○地震被害
○○市△△処理場停止平成25年11月11日 8：25 ○○市ポンプ場運転停止○事故や災害に関する情報

を集約・共有

○モバイル端末により現場で
登録でき、事務所に待機し
ている職員等と情報共有、
迅速な対応を支援

PDFなどで保存・提供

○下水道台帳平面図の代わりとして施設情報の確認等に利用
○発災直後から関係者がWeb地図上に被害状況、現地調査結果等の各種情報を

簡易台帳システムの活用

○○地震被害
○○市被害状況

○○ポンプ場
県道○▲線内陥没
○○交差点

マンホール浮上
・・・・・・
・・・・・・
・・・・・・

11月30日に本復旧予定

地震による破損によりポンプ停止 震度6

現場写真等 現場写真等

平成25年11月11日 13：25 ○○市ポンプ場仮復旧

○○地震被害
○○市被害状況

○○ポンプ場
県道○▲線内陥没
○○交差点

マンホール浮上
・・・・・・
・・・・・・
・・・・・・

11月30日に本復旧予定

地震による破損によりポンプ停止 震度6

現場写真等現場写真等 現場写真等現場写真等

平成25年11月11日 13：25 ○○市ポンプ場仮復旧

【 支援情報検索・提供 】

迅速な対応を支援

○被災地において必要としている人員や支援物資等の情報を共有し、早期
確保

、 果 種情
登録・共有

・ インターネット環境があれば関係者全員がいつでも・どこでも利用可能
・電源喪失時でも車等から電源を確保したモバイル端末等による利用が可能
・GPSにより、現在位置と施設の状況等を合わせて確認可能

（土地勘のない応援自治体の活動をサポート）

現場写真等現場写真等現場写真等

：被害状況

設備情報

管理履歴

設備情報

管理履歴

資機材等情報検索イメージ

》》》資機材管理・検索

確保に活用
○近隣で在庫をもつ自治体・民間企業等を検索（融通）

管路施設台帳システム 処理場・ポンプ場施設台帳システム

：被害状況

：宿泊施設
（避難所）

管資機材：

検 索検 索

No 資機材名 保管場所 数量 単位 備考
1 可とう性鉄筋コンク 第二倉庫 10 -
2 鉄筋コンクリート複合国川処理場 6 -
3 推進工法用ガラス繊第一倉庫 7 -
4 ダクタイル鋳鉄管 市役所倉庫 8 -
5 硬質塩化ビニル管 第 倉庫 100

可搬式ポンプ

【 簡易台帳システムを利用できる自治体 】

No 資機材名 保有者 揚程 単位 備考
1 可搬式ポンプ（V50E） ○○町 10 m Φ50
2 可搬式ポンプ（V50EB）△△市 6 m Φ40
3 可搬式ポンプ（V30E） ○◆町 7 m Φ50
4 可搬式ポンプ（V50EX）▲△市 8 m Φ40
5 可搬式ポンプ（V100E）○◆□区 12 m Φ755 硬質塩化ビニル管 第一倉庫 100 -
6 鉄筋コンクリ－ト管 国川処理場 3 -
7 ・・・
8 ・・・
9 ・・・
10
11
12

8

○簡易台帳システムをメインの台帳システムとして利
用している自治体

○自治体保有の台帳システムのバックアップ等として
簡易台帳システムを利用している自治体

【 簡易台帳システムを利用できる自治体 】 5 可搬式ポンプ（V100E）○◆□区 12 m Φ75
6 可搬式ポンプ（V50C） △□県 7 m Φ40
7 可搬式ポンプ（V50E） ○○町 8 m Φ50
8 可搬式ポンプ（V50E） △△市 6 m Φ40
9 可搬式ポンプ（V75E） ・・・
10
11
12


